
    平成 ２８ 年度　  決 　算　 の　 概　 要
（単位：千円）

香春町 10,861 面 積 職 員 数 うち技能労務職 教育公務員 計

Ⅲ －２ 11,310 44.50 ｋ㎡ 134 131 3 134

決算額 決算額 1,200,220

地　方　税 929,721 人　件　費 1,051,173 歳入総額 A 1,850,080 826,095

地方譲与税 43,381 670,657 5,860,365 1,176,306 2,128,141

利子割交付金 902 扶　助　費 1,003,781 歳出総額 B 141,836 4,154,456

配当割交付金 2,947 公　債　費 357,728 5,468,974 3,168,222

株式等譲渡所得割交付金 1,950 357,728 歳入歳出差引額 C 2,000

地方消費税交付金 176,713 A－B 391,391 932,284 2,000

ゴルフ場利用税交付金 2,412,682 翌年度へ繰り D 914,300 4,156,456

特別地方消費税交付金 物　件　費 861,109 越すべき財源 2,504 98.1 3,549,937

自動車取得税交付金 11,545 維持補修費 63,822 実 質 収 支 E 887,563

軽油引取税交付金 補助費等 560,429 C－D 388,887 2,791,039 4,437,500

地方特例交付金等 2,625 305,833 単年度収支 F 938,663 1.40

地方交付税 2,213,124 繰　出　金 603,829 ▲ 15,470 26　年 0.325

内 普通交付税 1,850,080 積　立　金 273,332 積　立　金 G 27　年 0.329 確定

訳 特別交付税 363,044 投資及び出資金.貸付金 136,470 2,425 28　年 0.336 未定

3,382,908 前年度繰上充用金 繰上償還金 H 26－28平均 0.330 116,645

交通安全対策特別交付金 2,454 投資的経費 557,301

分担金及び負担金 56,222 38,411 積立金取崩し額 I 12.3

使　用　料 158,100 549,721 95.6 義務的経費 44.1

手　数　料 32,273 補助事業費 280,074 実質単年度収支 J 89.5(93.7) 　人　件　費 19.2

国庫支出金 733,501 単独事業費 269,647 F+G+H-I ▲ 13,045 人件費 28.0(29.3) 　公　債　費 6.5

国有提供交付金 そ　 の　他 歳出決算倍率（倍） 物件費 13.1（13.7） 　扶　助　費 18.4

県支出金 431,774 7,580 1.73 維持補修費 1.2（1.2） 投資的経費 10.2

財産収入 46,899 扶助費 9.3(9.8)   普通建設事業費 10.1

寄　附　金 1,780 5,468,974 実質赤字比率 －(▲12.27) 補助費等 12.4（13.0） うち単独事業費 5.0

繰　入　金 71,574 連結実質赤字比率 －(▲26.53) 公債費 11.0（11.5）   災害復旧事業費 0.1

繰　越　金 404,397 収益事業収入 実質公債費比率 2.5 投資及び出資等 その他 45.7

諸　収　入 126,847 標準財政規模に対する割合(％) 将来負担比率 －(▲63.14) 繰出金 14.6（15.3） 　公 営 事 業 会 計 へ の 繰 出

地　方　債 411,636 基準財政需要に対する割合(％) 　　公共下水道事業 40,352

経常一般財源等収入 3,028,410 　　国民健康保険事業 133,553

141,836 (3,170,246) 　　後期高齢者医療事業 224,598

経常経費充当一般財源 2,838,342 　　介護保険事業 205,326

5,860,365

団　体　名 27年　国調人口 一般職員 消防職員 臨時職員

類　　　型 29.3.31住基人口

区　　　分 区　　　分 収　支　の　状　況 標　準　財　政　規　模
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収　益　事　業　の　状　況

（注１）経常一般財源比率＝経常一般財源等収入／標準財政規模
（注２）比率（健全化判断比率を除く）の欄は小数点第２位を４捨５入し、倍率の欄は小数点
      第３位を４捨５入する。
（注３）経常収支比率の( )は、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を経常一般財源等
      から除いたもの。
（注４）平成20年度から標準財政規模に臨時財政対策債発行可能額を含む。

うち減収補てん債特例分

うち臨時財政対策債 （減収補てん債特例分及び臨財債を含む）

歳　入　合　計


